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要旨･･･固定資産税評価において地目や家屋の現況把握は重要であるが，職員数の減

少や業務属人化により従来の調査方法では効率的な運用が難しくなっている．そこで

本研究では，半田市および日本土地評価システム株式会社との産官学連携のもと，リ

モートセンシングおよびAI技術を用いた地目・家屋領域判読の手法を検討した．異な

る時期の航空写真画像，地番図，家屋図を統合し，AI技術を活用して新築や解体など

の変化を自動的に抽出した．さらに，判定結果を地番と結び付けて可視化することで，

調査対象の特定や調査票作成に活用できる可能性を確認した．実験の結果，住宅地や

工業地域など多様な土地利用において一定の精度で変化を検出でき，現地調査の負担

軽減や人的リソースの有効活用に有効であることを示した． 
 
キーワード リモートセンシング，AI技術，土地評価，自治体DX，航空写真画像 

 
 
1 はじめに 
1.1 土地評価の現状 

固定資産税は地方自治体における基幹税収のひとつであり，令和 年度の全国における固定資産

税収は約 兆 億円に達し，市町村税収全体の を占めている1)．その内訳の中でも土地課

税は を占め，安定した財政運営を支える根幹をなしている．したがって，土地および家屋の

現況を正確に把握し，適正に課税することは自治体財政にとって極めて重要な業務である．

固定資産税評価の法的根拠は地方税法に規定されており，特に第 条では「市町村長は，固定

資産評価員又は固定資産評価補助員に当該市町村所在の固定資産の状況を毎年少なくとも 回実

地に調査させなければならない」と明記されている．この規定に基づき，自治体は毎年度，現況

調査を実施して土地や家屋の利用状況の変化を把握してから課税内容に反映させる必要がある．

ここでの「地目」は宅地，田，畑，雑種地などの用途区分を指し，税額に直接影響する要素であ

る．地目が農地から，宅地及び雑種地に変わるといったケースでは課税額が数十倍以上変わる場

合もあるため，調査の精度と網羅性が強く求められている．

しかしながら，現況調査の実態は極めて人的依存度が高い．一般的な業務フローとしては，①

法務局からの登記済通知書を基に当年度の評価について課税台帳と過去の調査結果で整理し，②

航空写真画像や地番現況図などを参考に調査候補地を抽出し，③税務課職員が現地に赴いて目視

調査を行い，④判定結果を記録し評価を行う，という手順が繰り返されている 図 ．この一連の

流れの中で最も労力を要するのは現地調査前後であり，調査漏れや判定の属人化が避けられない．

また調査に用いる資料の公図，測量図は必ずしも現況に則しているとは言えず，航空写真画像も

最新ではないため評価が難航することも多い．

本研究のフィールドとして協力をいただいている愛知県半田市税務課も同様の課題を抱えてい

る．半田市は約 万筆の土地を管轄しており，これを 〜 名程度の職員で調査しているのが現状

である．すなわち， 人当たり 万数千筆を担当する計算となり，全件を網羅的に調査することは

実質的に不可能に近い．現場では特に， 未登記家屋の存在， 農地転用など用途変更の未申
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告， 宅地造成や工場建設などの急速な土地利用変化への対応，が大きな課題として挙げられて

いる．

加えて 業務の属人化も深刻な問題となっている．ベテラン職員は経験に基づき現場で迅速な評

価を下すことができるが，若手職員にとっては地目判定の基準が曖昧に見える場合も多い．その

ため，調査結果について再考を要する場面が生まれ，時間効率を損なう結果となっている．

図 税務課の固定資産税評価業務の一連の流れ
 
1.2 先行事例  
近年，リモートセンシングと 技術の進展は，都市計画や農地管理，防災分野など幅広い領域

で応用が試みられており，固定資産税評価における現況調査もその対象として注目されている．

特に航空写真画像や衛星画像といった広域かつ時系列性を持つデータは，地目や家屋の変化を効

率的に把握できるポテンシャルを有しているため，多くの研究事例が蓄積されつつある．

 国内における導入事例

日本国内では，いくつかの自治体や企業によって を活用した土地利用の変化検出に関する試

みが始まっている．群馬県前橋市では ソリューションイノベータが提供する「 航空写真調査

サービス」を導入し，宅地や農地といった大分類の土地利用を により自動判別する実証が行わ

れた2)．この取り組みでは，従来の職員による目視調査と比較し，対象エリアの選定に要する工数

を大幅に削減できることが確認されている．また香川県善通寺市では，市職員自らが生成 を応

用して土地判別システムを試作した事例が報告されている3)．この事例は，自治体内部で生成 を

応用する先駆的な取り組みとして注目され，現場の課題に即した柔軟な開発の可能性を示してい

る．

 海外における研究動向

欧米や中国では早くからリモートセンシングと を組み合わせた土地利用変化検出の研究が盛

んに行われている．欧州では， （欧州宇宙機関）の シリーズ衛星による高解像度デー

タを活用し，農地の耕作状況や都市域の拡大をモニタリングする研究が進んでいる4)．アメリカで

は （地質調査所）が提供する データを基盤に，ニューラルネットワークを用いた建築

物検出や森林伐採監視が試みられている5)．また，中国では大規模都市の急速な発展に伴い，航空

写真画像を用いた変化検出技術の社会実装が進みつつある6)．

 学術的な研究進展

学術研究においては，従来は畳み込みニューラルネットワーク（ ）による画像分類やセマン

ティックセグメンテーションが主流であった．しかし近年では，より高精度な変化検出を可能と

する ベースのモデルが注目を集めている．代表的なものに， らによる「

」モデルがある． は異なる時期の画像特徴を多層的に統合し，空間

的・時間的な変化を同時に捉える手法であり，従来の に比べて変化領域の境界を高精度に抽出

できることが報告されている7)．また らの「 」モデルは変化の検出に加えて，そ

の意味解釈（新築，解体，用途転換など）までを行うことを目的としており，行政実務での活用

可能性をさらに広げている8)．国内外の事例を総合すると，リモートセンシングと を組み合わせ

た研究は既に多数存在するが，その多くは農地や都市の広域的な土地利用変化を対象としたもの

である．これに対して本研究は「固定資産税評価業務」という明確な行政実務をフィールドとし，
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地番単位での判別や調査票作成への応用を目指すこととする．

1.3 これまでの産官学連携における取り組み 
本研究のフィールドである愛知県半田市において，名古屋大学・日本土地評価システム株式会

社・中部大学との連携のもと，いくつかの先行的な取り組みが実施されてきた．代表的な事例と

しては以下が挙げられる．

• 地地目目判判定定のの自自動動化化：航空写真画像を入力として で宅地・農地・雑種地などの地目を推定

する手法が試みられた．従来は職員が地番ごとに調査を行う必要があったが， の判定結

果を参考情報として提示することで，調査対象の絞り込みに資する可能性が示された9)．

• ソソーーララーーパパネネルルのの検検出出：航空写真画像から太陽光パネルの設置有無を自動判別し，課税対

象となる設備資産の抽出を効率化する研究が進められた10)．

• 路路線線価価のの推推定定：過去の土地評価データや周辺環境要因を説明変数とし， による路線価の

推定モデルが構築された11)．

本研究は，この延長線上に位置付けられ従来の成果を統合しつつ，地目および家屋領域の変化判

読に焦点を当てた新たなアプローチを提示するものである．

1.4 目的 
本研究の目的は，リモートセンシング・ 技術を用いて航空写真画像から地目および家屋領域

の判定を自動化し，その結果を現況地目調査に活用することである．これにより，自治体の固定

資産評価業務における効率化と精度向上を図るとともに，実務適用に向けた活用方針を自治体視

点・ビジネス視点の両面から検討する．
 
2 システム概要 
2.1 リモートセンシング  
リモートセンシングとは，人工衛星や航空機を用いて，地表の情報を遠隔的に取得・解析する

技術を指す12)．従来の現地調査のように人が直接対象地域に赴く必要がなく，広域を同時かつ定

期的に観測できるため，地理情報システム（ ）や都市計画，農業管理，防災など幅広い分野で

利用されている．

リモートセンシングの大きな特徴は，①空間的な広がりを一度に観測できる点，②時系列デー

タを取得することで土地利用変化を把握できる点，③可視光・赤外線・マルチスペクトルなど多

様な波長帯の情報を活用できる点にある13)．本研究では，自治体が保有する航空写真画像を主な

データソースとし，これを地番図や家屋ポリゴンデータと組み合わせて解析を行った．航空写真

画像は解像度が高く，宅地・農地・雑種地といった地目判定や家屋の新築・解体などの変化を詳

細に捉えるのに有効であると言える．

2.2 差分検出モデル 
本研究では，異なる時期の航空写真画像から建物や土地利用の変化を検出するために， ら

によって提案された モデルを採用した7)． は，近年登場した

ベースの基盤モデルを応用した変化検出手法であり，特に

）をバックボーンとして利用している点に大きな特徴がある． は 社が 年 月に公

開した汎用セグメンテーションモデルで，ファインチューニングを行わずとも任意の物体をピク

セル単位で切り出すことが可能である．このため，幅広い画像領域に対応できる高い表現力を持

ち，リモートセンシング画像にも適用可能な汎用性を備えている．

はこの の事前学習済み重みを固定したまま，低ランクパラメータを導入することでリモ

ートセンシング特有の画像特性に適応させている．さらに

と呼ばれるモジュールを組み込み，異なる時期の特徴量を統合し，変化に関連する情報を抽出で

きるように設計されている（図 ）．これにより，従来の ベース手法では捉えにくかった建

物境界の変化や微細な土地利用の変化をより高精度に抽出できる．また，マルチレベルのデコー

ド処理を通じて空間スケールを跨いだ差分を復元することで，新築や解体，農地から宅地への転
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用といった多様な現象をピクセル単位で検出できる．

 
図 ．本研究で用いた モデルの概要参考文献 より

また，TTPの有効性は建物変化検出を対象としたLEVIR-CD，S2Looking14)などの公開データセッ

トによって検証されている(図3)．これらはいずれもオープンデータとして研究者に提供されてい

るが，その多くは海外で撮影された画像で構成されており，日本国内の画像は含まれていない． 

 
図 ．画像変化検出モデルのデータセット参考文献 より

3 データ 
3.1 航空写真画像 
本研究では，愛知県半田市を対象として，平成

29 年，令和 2 年，および令和 5 年に撮影された

航空写真画像を利用した．これらはいずれも同一

地域を対象としており，異なる時期における土地

利用や家屋の変化を比較できる点で有効である．

元データの形式はすべて JPEG であり，各ファイ

ルには地理座標情報が付与されているため，後述

する地番図シェープファイルとの位置合わせに

利用することができる．半田市は都市的な宅地や

工業地域が多くを占める一方，農地や雑種地も点

在しており，地目や家屋判定の対象として多様性

を持つ地域である．図 4 に半田市航空写真画像を

示す． 
 
3.2 地番図シェープデータ 
本研究では，半田市全域をカバーする地番図シェープデータを利用した．シェープファイルは

米国 社が開発した データフォーマットの一つであり， ， ， など複数のファ

イルから構成される．これらはそれぞれ空間形状データと属性データを保持し，ポリゴン単位の

図 半田市航空写真画像
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空間オブジェクトを「フィーチャー」として扱うこ

とができる．半田市の地番図は約 万筆のフィーチ

ャーで構成されており，各筆には一意の番号が属性

情報として付与されている．

3.3 家屋図ポリゴンデータ 
本研究では，令和 3 年および令和 6 年に作成され

た半田市の家屋ポリゴンデータを利用した(図 5)．
これらを比較することで，存在していた建物が消失

した場合や，新たに建物が追加された場合を「変化

あり」と定義した．航空写真画像に家屋ポリゴンを

重ね合わせ，変化が確認された部分を抽出すること

で，教師データとなるラベル画像を作成した．ラベ

ル画像は，航空写真画像と対応関係を持ちながら，

変化領域を 2 値的に表現したものであり，TTP 
モデルの学習において「正解データ」として機能する． 
 
4 差分検出モデルの作成 
4.1 データセットの前処理 
本研究では，異なる時期の航空写真画像を比較

可能な形に整備するため，まず座標系を統一して

位置合わせを行った．その後，対象領域を ×

のタイルに分割し，学習に利用可能な画

像ペアを作成した．対応する教師データは，家屋

図ポリゴンを基に新築や解体が確認された領域を

「 」，変化のない領域を「 」とする二値化処理

を施し，航空写真画像と一対一で対応するラベル

画像として作成した 図 ．対象地域は，愛知県半

田市全域であり，市街化調整区域周辺，住宅地周

辺，および工業専用地域周辺といった多様な土地

利用形態を含んでいる 図 ．すべての処理は

により自動化し，大量の航空写真画像を

効率的に処理可能とした．本研究では学習用

組，検証用 組，評価用 組に分割して実験を行った．
 
4.2 学習 
学習環境は， に と

を用いた計算機環境を整備し，

をベースに実装した． エポックあたり

の学習時間は約 分であり，全 エポックの学習

を行うために総計で約 時間を要した．学習の安

定性を確保するため，損失関数にはバイナリクロ

スエントロピー（ ）を採用

し，最適化手法には を使用した．バッチ

サイズは１ 初期学習率は とし，学習が進

むにつれて学習率を減衰させるスケジューラを

導入することで，収束の安定化を図った．
 
 

図 家屋図ポリゴンデータ

図 作成したデータセット例

図 データセットの対象地域 15)

－111－



第 回 固定資産評価研究大会

日時： 年 月 日／会場：都市センターホテル

4.3 検証 
本研究では，モデルの出力結果と実際の正解データを比較し，どの程度正しく変化を検出でき

ているかを把握するために混合行列（ ）を用いた．混合行列は二値分類におけ

る予測性能を整理する手法である．この混合行列を基盤として，精度（ ），再現率（ ），

， （ ），および を評価指標として採用し，変化あり（ ）

と変化なし（ ）の クラスに分けて算出した．各指標は以下の式で定義される．

𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴 = 𝑇𝑇𝑇𝑇 + 𝑇𝑇𝑇𝑇
𝑇𝑇𝑇𝑇 + 𝑇𝑇𝑇𝑇 + 𝐹𝐹𝐹𝐹 + 𝐹𝐹𝐹𝐹， 𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃 = 𝑇𝑇𝑇𝑇

𝑇𝑇𝑇𝑇 + 𝐹𝐹𝐹𝐹， 𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅 = 𝑇𝑇𝑇𝑇
𝑇𝑇𝑇𝑇 + 𝐹𝐹𝐹𝐹

𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼 = 𝑇𝑇𝑇𝑇
𝑇𝑇𝑇𝑇 + 𝐹𝐹𝐹𝐹 + 𝐹𝐹𝐹𝐹， 𝐹𝐹1 = 2・𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃・𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅

𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃 + 𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅

：実際に「変化あり」である領域を，モデルも「変化あり」と正しく判定した数．

：実際に「変化なし」である領域を，モデルも「変化なし」と正しく判定した数．

：実際は「変化なし」である領域を，誤って「変化あり」と判定した数．

：実際は「変化あり」である領域を，誤って「変化なし」と判定した数．

は，モデルが「変化あり」と予測した領域のうち，実際に正解であった割合を示し，

誤検出の少なさを評価する． は，実際に「変化あり」である領域のうち，モデルが正しく

検出できた割合を示し，見逃しの少なさを評価する． スコアは と の調和平均で

あり，両者のバランスを総合的に表す指標である． は，予測領域と実際の変化領域の重なり具

合を示す指標である． は，全体の画素に対してモデルが正しく判定した割合を示す指標

である．本検証結果を図 に示す．

図 学習過程における検証指標の推移

5 結果と考察 
5.1 評価結果 
構築した モデルを用いて，住宅地周辺，市街化調整区域，および工業専用地域を対象に評価

を行った．評価の際には，異なる時期に撮影された航空写真画像を入力とし，家屋図を基に作成

したラベル画像との比較，ならびに既存の公開データセットで学習されたモデルとの比較を実施

した．

図 に住宅地周辺における検出結果の一例を示す．住宅地周辺においては，令和 年と令和 年に

撮影された航空写真画像を用いて評価を行った．正解データである家屋図と比較した結果，新築

や解体に伴う家屋の変化を一定程度検出することができた．特に，住宅密集地における小規模な

新築については が比較的高く，局所的な変化を捉えられることが確認された．一方で，建

物の輪郭を正確に抽出するにはまだ不十分であり，誤検出や欠損が見られる結果となった． 図
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図 ．住宅地周辺における差分検出結果
 
図 には住宅地周辺において 形式の航空写真画像とモデルが出力した差分領域を

上で重ね合わせて可視化した結果を示す．加えて，本研究で利用した家屋図データには登録され

ていなかった家屋が差分として抽出される事例も確認され，未登記物件の発見や現況把握の精度

向上につながる可能性が示された．

 
図 ． 上での可視化の様子

 
さらに，抽出された差分箇所については， 上で家屋図ポリ

ゴンと地番図シェープファイルを重ね合わせることで，変化が生

じた範囲に対応する地番を特定した．この処理は により自

動化して実装しており，判定結果を地番単位に整理したうえ，

形式で出力できるようにした． 図 これにより，変化の有無を

単なる画素レベルではなく，課税対象単位である「筆」ごとに確認

可能となった．表 に ファイルの内訳を示す．

表 ファイルの内訳

リリスストト 詳詳細細

地番ポリゴン（筆単位）

通し番号

各筆（地番）の中心点の 座標

各筆（地番）の中心点の 座標 図 差分箇所の地番リスト
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図 に，市街化調整区域（ソーラーパネル等）および工業専用地域における検出結果の一例を

示す．市街化調整区域および工業専用地域においては，平成 年と令和 年の航空写真画像を用い

て評価を行い，公開されている米国オープンデータ（ ）で事前学習されたモデルとの比

較を行った．その結果，本研究で構築したモデルは，国外データで学習されたモデルと比較して，

半田市の地域特性に即した変化検出をより正確に行えることが確認された．一方，住宅地周辺の

場合と同様に建物の輪郭を正確に抽出するにはまだ不十分であり，部分的に誤検出や欠損が見ら

れる結果となった．

図 ．市街化調整区域・工業専用区域における差分検出結果

5.2 精度面における考察 
本研究で構築した モデルは，「変化なし」領域については高い精度を示した一方，「変化

あり」領域に関しては ・ ともに十分な値には到達せず，建物の輪郭抽出に課題

が残った．特に，屋根の一部や陰影に起因する誤検出，住宅密集地における輪郭の欠損などが観

察され， が 程度にとどまった点は改善の余地が大きい．この要因の一つとして，本研究で

用いたラベル画像において変化領域の割合が少ないことが挙げられる．米国で公開されている

や などのデータセットでは，数年間で大規模な都市開発や建物の建て替えが進

み，ラベル画像に多数の「変化あり」領域が含まれている 図 ．それに対して，本研究で作成

したデータセットは，半田市における令和 年と令和 年の比較を対象としており，実際に新築・

解体が生じた建物は限定的である 図 ．
 

 
図 ．学習に用いる米国のラベル画像例（ ）

－114－



第 回 固定資産評価研究大会

日時： 年 月 日／会場：都市センターホテル

 
図 ．学習に用いる半田市のラベル画像例 ，

そのため，学習データ全体に占める変化画素の比率が小さく，モデルが「変化あり」を十分に学

習できなかった可能性がある．
 
5.3 税務課職員の利活用における考察 

本研究で構築した差分検出システムは，単に航空写真画像上での建物の変化を可視化するにと

どまらず，地番図と結合して 出力できる点に特徴がある．この機能により，税務課職員は変

化が生じた地番を効率的に把握することが可能となり，登記済通知書のデータ以外の状況も認識

可能となった．さらに，未登記家屋の発見や現況と登記情報との乖離の早期把握にも寄与し，適

正課税を確保する上で重要な補助的手段となり得る．

また，本システムは工場敷地内や高い塀に囲まれた区域など，現地調査では容易に立ち入るこ

とができず，外部から視認することが難しい場所における登記の変化を検出できる点でも有効で

あると考えられる．そのため，従来は確認が困難であった施設内部の建物新築や解体を把握でき，

課税対象の漏れを防ぐことが期待できる．
 
5.4 ビジネス視点における考察 
本研究で構築したモデルは，半田市を対象とした航空写真画像を用いて学習を行ったものであ

る．しかし，今後の展望として，他地域の航空写真画像を用いた場合でも新たに学習を行うこと

なく，同様に変化を抽出できるかを検証する必要がある．もし単一地域で学習したモデルが，他

地域でも一定の精度で建物の新築や解体を検出できることが確認されれば，モデルの汎用性は大

幅に向上し，全国の自治体での導入が現実的なものとなる．特に，自治体ごとに個別のデータセ

ットを構築・学習させるには膨大な労力とコストを要するため，すでに構築済みのモデルを転用

できる仕組みは実務面・ビジネス面の双方で大きな利点となる．今後は，他地域の航空写真画像

を対象に評価実験を行い，地目や建物形態の違いに対するモデルの適応可能性を検証するととも

に，必要に応じて転移学習や追加データによる補強を組み合わせることで，より広域的に利用可

能な変化検出システムの実現を目指す予定である．
 
6 まとめ 
本研究では，産官学連携の枠組みのもと，リモートセンシングおよび 技術を用いて地目およ

び家屋領域の変化検出を試み，適正課税や業務効率化への有効性を示した．実験の結果，住宅地，

市街化調整区域，工業専用地域といった多様な環境において一定の精度で変化を検出でき，実務

に資する可能性を確認した．一方で，ラベル画像における変化領域が少ないことに起因する検出

精度の限界や，建物輪郭の抽出における課題も明らかとなった．今後の展望として，本システム

をローカル （ ）と連携させることで，職員が自然言語で指示を与え，差

分抽出や地番単位での出力を自動化する仕組みが考えられる．これにより，専門知識を持たない

職員であっても「この地域の新築家屋を一覧化して で出力してほしい」といったプロンプト
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で操作でき， 推進に資する利便性の高いシステムが構築できる．加えて，ローカル環境で動作

する を用いることで，自治体内部の閉域ネットワークにおいてセキュリティを確保しながら

運用が期待できる．

以上より，本研究の成果は現段階では限定的な精度にとどまるものの，業務効率化と適正課税

に向けた基盤技術として有望であり，今後はローカル を活用した運用システムの構築を進め

ることで，より実践的な社会実装が可能になると考えられる．
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